
協働教育推進総合事業（みやぎの協働教育）

協働教育

基盤形成事業

協働教育

普及・振興事業

放課後子ども総合

プラン推進事業

教育応援団事業

（個人・企業・団体等）

◆事業の評価・検証 ◆情報収集・情報発信 ◆放課後子供教室の拡充 ◆教育応援団の認証・登録 ◆防災学習「防災キャンプ」 ◆各種研修会による人材養成

◆各種研修会による人材養成 ◆協働教育功績者（団体）表彰 ◆放課後児童クラブとの連携 ◆教育応援団の活用促進 ◆地域学習「地域づくり参画」 ◆家庭教育支援チームの派遣

『学校・家庭・地域連携協力推進事業』【県内全市町村対象】
文部科学省補助事業「学校を核とした地域力強化プラン」活用

復興庁「被災
者支援総合交
付金」の継続
要望中【地域と学校の連携・協働体制構築事業】

◆ 地域学校協働本部の体制整備
◎地域学校協働活動推進員の配置

（学校運営協議会委員を兼ねる）

（１）統括的なコーディネーターの配置
・市町村における総合的なコーディネート
・地域コーディネーターへの助言・支援

（２）地域コーディネーターの配置
・事業の企画
・学校と地域の連絡・調整

（３）「ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ」との一体的推進

＜連携・協働・参画＞

学校（地域連携担当）

家庭・ＰＴＡ 地域住民

各種団体

地域の
多様な主体

◆ 緩やかなネットワーク

◆地域学校協働活動の推進

「学校における働き方改革」を踏まえた活動

◆学校支援活動

・学習支援 ・環境整備 ・登下校の見守り等

地域における学習支援・体験活動

◆放課後子供教室・地域未来塾

・放課後や休日等の学習支援・体験活動等

◆地域活動

・自然体験活動 ・世代間及び親子交流活動

・地域づくり ・地域防災活動 等

【地域における家庭教育支援基盤構築事業】

◆家庭教育支援活動

・家庭教育支援チームの組織化

・子育てサポーター等地域人材の養成

・子育て講座等の開催

・親の学びの機会の提供など

青少年と地域をつなぐ

体験推進事業

みやぎらしい家庭教育

支援事業

市町村の地域学校協働活動・家庭教育支援活動の推進を下支えする県事業

復興支援の「ために」
から地域振興を「とも
に」の視点でこれまで
の取組を見直し、これ
からの活動を創意工夫
し、元気なまち（地
域）をみんなで築く

○補助金を頼らず、継
続して活動ができる体
制を3年間で構築

大学・企業・ＮＰＯ等

行政・関係機関
地域における学習
支援・体験活動
◆放課後子供教
室・地域未来塾
・放課後や休日等の学
習支援・体験活動等

資
料
５
－
４



学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱（学校を核とした地域力強化プラン） 
２ ０ 文科生第８ １ １ ７ 号  
平成２ １ 年３ 月３ １ 日 
文 部 科 学 大 臣 決 定 
最終改正令和２ 年３月３ １ 日 

（通則） 
第１条 学校を核とした地域力強化プランに係る学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金の交付について
は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和3 0年法律第1 7 9 号。以下「適正化法」とい
う。）及び補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化 
法施行令」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（交付の目的） 
第２条 この補助金は、学校、家庭及び地域住民相互の連携・協働を推進するため、学校を核として地域住民 
等の参画や地域の特色を生かした事業を展開する経費の一部を補助し、もって、まち全体で地域の将来を担 
う子供たちを育成するとともに地域のコミュニティの活性化を図ることを目的とする。 

・ 
・ 
・ 

学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金実施要領（ 学校を核とした地域力強化プラン）  
平成２ ７ 年３ 月３ １ 日 
一部変更： 令和２ 年３ 月３ １ 日  
総合教育政策局長・初等中等教育局長決定  

（通則） 
学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱第２２条の規定に基づき、学校・家庭・地域連携協

力推進事業費補助金（学校を核とした地域力強化プラン）の実施について必要な事項を、本実施要領で定め
るものとする。 

１ 事業の目的 
少子高齢化の進展、人口減少が進む地域において、学級規模の小規模化などによる教育上の課題や、学校

統廃合の進行による学校と地域の関係の希薄化などの課題について、地域人材による学校の教育活動の支援
によって、その課題の緩和・解消や、学校や地域の教育環境の魅力の向上を図っていく必要がある。本事業
は、地域活性化のための仕組みづくりや、地域の活性化に直結する施策を有機的に組み合わせて、まち全体
で地域の将来を担う子供たちを育成するとともに、地域創生の実現を目指すものである。 

２ 事業の内容 
学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金（学校を核とした地域力強化プラン）は、次により実施する

教育支援活動等とする。 
（１） 学校を核とした地域力強化プラン（ 都道府県対象） 

都道府県が主体となって、以下の取組のうち１つ、又は複数を有機的に組み合わせて、事業を実施する。 
 
① 地域と学校の連携・協働体制の構築に資する取組         県事業（生涯学習課） 
② 家庭教育支援の基盤の構築に資する取組  
③ 地域ぐるみの学校安全体制の整備の推進に資する取組       県事業（スポーツ健康課） 
④ 地域における学びを通じたステップアップ支援に資する取組 
⑤ 健全育成のための体験活動の推進に資する取組 
⑥ 地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進に資する取組 
⑦ 地域と連携した学校保健の推進に資する取組 

地域と学校の連携・協働体制構築事業 
 

１ 事業の目的 
未来を担う子供たちの成長を支え、「社会に開かれた教育課程」を実現するためには、・・・ 
 

２ 実施主体 
本事業の実施主体は、都道府県・指定都市・中核市（以下「都道府県等」という。）とする。また、間接

補助事業として行う場合は、市町村（特別区及び市町村の組合を含む。以下、同じ。）とし、事業の一部を
適当と認められる社会教育団体等に委託して行うことができる。なお、本事業を実施するにあたり、各実施    
主体は以下（１） ～ （２）を満たすことを要件とする。 
（１）都道府県等並びに市町村において、以下の① ～ ③ のいずれかにより地教行法に基づくコミュニテ

ィ・スクールを導入していること、または導入に向けた具体的な計画があること 
① 都道府県等並びに市町村において、所管の学校にコミュニティ・スクールを導入していること。 
② 都道府県等並びに市町村において、所管の学校にコミュニティ・スクールを導入するための導入計
画を有していること、または導入に向けた検討を行う会議等を設置していること。 
③ 事業を実施する当該年度において、所管の学校へのコミュニティ・スクールの導入に向けた検討を
行うための会議等を設置すること。 

（２）地域学校協働活動推進員等を配置すること 
都道府県等並びに市町村は、3 - (2) 及び3 - (3) に示す活動を実施する場合には、域内の地域学

校協働活動の総合的な調整を担う者（社会教育法第９条の７に規定する地域学校協働活動推進員また
は地域学校協働活動推進員と同様の役割を担う地域コーディネーター。以下、「地域学校協働活動推
進員等」という。）を配置すること。 

 
３ 事業の内容 
（１）地域と学校の連携・協働体制の構築等 

① 推進委員会の設置等 
都道府県等においては、域内の地域学校協働活動やコミュニティ・スクールの総合的な在り方の検討を

行うための推進委員会の設置や、事業関係者の資質向上や情報交換等を図るための研修等を行い、地域学
校協働活動やコミュニティ・スクールの総合的な推進を図る。なお、事業の実施に当たっては、首長部局
と教育委員会（学校教育部局及び社会教育部局）が連携を図りながら実施するよう努めることとする。 

ア推進委員会の設置 
（ア）都道府県等は、域内の地域学校協働活動やコミュニティ・スクールの総合的な在り方の検討を行

う推進委員会を設置する。なお、推進委員会は、地域の実情に応じ、推進委員会に代わり得
る既存の組織等をもって代替することができる。 

（イ）推進委員会では、地域学校協働活動の実施方針やコミュニティ・スクールの導入方針、安全管理方
策、広報活動方策等の検討・策定や、研修の企画、事業の検証・評価等を行う。 

（ウ）推進委員の選定に当たっては、地域学校協働活動やコミュニティ・スクールを推進する趣旨に鑑
み、実情に応じて行政関係者（ 教育委員会（ 学校教育部局及び社会教育部局） 、福祉部
局及びまちづくり担当部局等）、学校関係者、ＰＴＡ 関係者、社会教育関係者、学識経
験者等幅広い分野の方々の参画を得て実施するよう努めることとする。 



 宮城県地域学校協働活動評価・検証会 

宮城県地域学校協働活動評価・検証会設置要綱 

 

（設置） 

第１ 地域学校協働活動等の地域と学校が連携・協力した活動を推進する県事業（以下「事業」

という。）について評価・検証するとともに，幅広い見地から総合的な在り方等の意見を求める

ことを目的として，「宮城県地域学校協働活動評価・検証会」（以下「評価・検証会」という。）

を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２ 評価・検証会は，次に掲げる事項について意見を述べるものとする。 

（１） 事業の効果的な推進方策や事業の実施内容に関すること。 

（２） 事業の進捗状況と目標の達成状況を踏まえた事業の評価・検証に関すること。 

（３） 今後の事業の在り方に関すること。 

（４） その他地域学校協働活動を進める上で必要と認められる事項に関すること。 

 

（構成） 

第３ 評価・検証会は，別表に定める者（以下「構成員」という。）で構成する。 

 

（座長及び副座長） 

第４ 評価・検証会に座長及び副座長を置く。 

２ 座長は，評価・検証会の進行を行う。 

３ 座長に事故あるとき，又は欠けたときは，副座長がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５ 評価・検証会は，生涯学習課長（以下「課長」という。）が招集する。 

２ 課長は，必要があると認めるときは，評価・検証会に構成員以外の者を出席させることがで

きる。 

 

（庶務） 

第６ 評価・検証会の庶務は，生涯学習課において処理する。 

 

（その他） 

第７ この要綱に定めるもののほか，評価・検証会の運営に関し必要な事項は，課長が別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

 

 

 

   別  表 

区    分 人数 

学識経験者 ２人 

事業関係者 ２人 

学校関係者 １人 

 

放課後子ども総合プラン推進委員会 



児童生徒や家庭の社会
的経済的背景（SES）
と学力には相関関係があ
るとされている

現状と課題

家庭の事情に左右されず、
誰もが学習できる環境づ
くりが必要

地域住民等の参画による放課後等の学習支援・体験活動
（放課後子供教室・地域未来塾）

（前年度予算額 5,924百万円）
（地域と学校の連携・協働体制構築事業の内数 令和２年度予算額（案） 6,737百万円）

全ての児童生徒を対象に、退職教員や大学生等の地域住民等の協力により実施する原則無料の学習支援・体験活動等趣旨・目的

地域学校協働活動※

地域住民等の参画による
放課後等の学習支援

※地域学校協働活動：地域と学校が連携・協働し、幅広い地域住民等の参画により、
地域全体で子供たちの成長を支える多様な活動

地域学校協働活動推進員
（地域と学校をつなぐコーディネーター）

学習支援員・協働活動支援員等
（学習支援等の実施、サポート）

退職教員、大学生、地域の高齢者、民間教育事業者等の退職教員、大学生、地域の高齢者、民間教育事業者等の
様々な地域人材

【地域住民等の参画による放課後等の学習支援・体験活動の例】
・予習・復習、補充学習・ICT（学習アプリ等）を活用した学習
・英検・数検等検定試験対策、定期考査前の集中プログラム
・大学生等による進路相談
・実験・工作教室、英会話、文化・芸術教室、地域探検、農業体験、

スポーツ教室など

参画

連携・協働全ての児童生徒を対象に、放課後や土曜日、夏
休み等に、学校の空き教室や図書室、公民館等
において、退職教員や大学生等の地域住民等の
協力により、学習支援等を実施

○ 実費以外は原則利用者負担なし
○ 家庭の経済状況等にかかわらず、全ての児童生徒が参加可能
○ 放課後子供教室や地域未来塾等を活用して実施
○ 地域の退職教員や大学生、民間教育事業者、NPO等の多様な人材が学習を支援
○ 複数校の児童生徒を対象とした教育支援や、外国籍の生徒を対象とするプログラムなど

地域の実情に応じて多様な支援が可能
○ 地域学校協働活動の一環として、学習支援員や協働活動支援員等への謝金や消耗

品費等を補助

地域学校協働本部において、地域住民等の協力を得なが
ら地域における学習支援等を実施

社会的経済的背景によらず、誰もが学ぶことができる環境の実現
コミュニティ・スクールとの一体的な推進により、学校での教育課程
と連動したプログラムの実施や、教育課程内では不足する部分の
補習等の実施が可能

（国語） （算数・数学）

（家庭の経済格差と子どもの認知能力・非認知能力格差の関係分析（日本財団 2018年1月）より作成）

経済的に困窮していない世帯と生活保護世帯の国語の偏差値の推移
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